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長期ビジョン「Vision 2030」及び 

第２次中期経営計画の策定に関するお知らせ 
 

当社グループは、2024年度を初年度とする新たな３ヵ年の中期経営計画（2024年度～2026年度）を策定いた

しましたので、下記の通り、お知らせいたします。 

 

記 
 

１． 長期ビジョン「Vision 2030」について 

当社グループは、2020年２月10日に更なる業容拡大と安定的な経営基盤構築を目指すため、「2030年に売

上高300億円達成」を目標とする長期ビジョンを策定し、グループ全体で収益拡大に取り組んでまいりまし

た。一方で、当社グループを取り巻く環境は、資源価格の高騰を受けた材料・住宅設備機器等の値上げによ

る消費マインドの低下、設計職・施工監理職など専門職技術者の人材不足など、景気の先行きは不透明な状

況が続いております。 

このような中、持続可能な社会の実現に向けて当社グループが提供できる価値を改めて見つめ直し、当社

グループの存在意義（パーパス）として「安らぐ『暮らし』を創造し、心豊かな社会を実現する」ことを掲

げました。当社グループが地域の皆さまから必要とされる存在になるため、社会における存在価値を向上さ

せることで持続的成長の源泉となる利益を安定的に確保し、すべてのステークホルダーへ貢献してまいりた

いと考えております。 

2030年に向けて、これからも人々の暮らしを支える「住まいのかかりつけ医」として、生活の質の向上と

安心・安全で心豊かな社会の実現を目指してまいります。 

 

２． 第２次中期経営計画（2024年度～2026年度）の概要 

2024年を初年度とする３ヵ年の中期経営計画は、長期ビジョン「Vision 2030」における第２次計画とし

て、３つの基本方針を掲げ、当社グループ全体の収益構造を強化するとともに、持続的な成長と中長期的な

企業価値の向上を目指してまいります。 

 

３． 中期経営計画の基本方針 

①成長戦略 

②質の追求と高効率戦略 

③人的資本経営 

 

４． 数値目標                                  （単位：百万円） 

 2023 年 12 月期 

（実績） 

2024 年 12 月期 

（目標） 

2025 年 12 月期 

（目標） 

2026 年 12 月期 

（目標） 

グ ル ー プ 社 数 ４ ４ ５ ６ 

売 上 高 7,399 7,730 8,970 10,215 

営 業 利 益 336 340 410 500 

営 業 利 益 率 4.5％ 4.4％ 4.6％ 4.9％ 

営業利益成長率 48.4％ 1.1％ 20.8％ 21.9％ 

従 業 員 増 加 率 △0.8％ 6.7％ 12.1％ 13.5％ 

以 上 



第２次中期経営計画
（2024年度～2026年度）

「Vision2030」の実現に向けて

【東証スタンダード/名証メイン：1439】
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１．長期ビジョン「Vision 2030」

2

当社は、創業半世紀で培ってきた住まいに関するノウハウを活かし、住まいのことなら何でも

相談できる地域密着の工務店として「安らぐ住まいづくり」を提供してまいりました。

このたび、持続可能な社会の実現に向けて、当社グループが提供できる価値を改めて見つめ直し、

存在意義（Purpose)を掲げました。

当社グループが地域の皆様から必要とされる存在となるため、人々の暮らしを支える

「住まいのかかりつけ医」として、生活の質を革新的に向上させ、安心・安全で

心豊かな社会の実現を目指してまいります。

長期ビジョンに込める想い

存在意義
（Purpose）

安らぐ「暮らし」を創造し、心豊かな社会を実現する

目指す姿
（Vision）

「住まい」サポートから「暮らし」サポートへ

変わらない想い
（Mission）

すべてのお客様に安らぐ「住まい」を提供し、
一生涯のおつきあいをする



１．長期ビジョン「Vision 2030」

3

当社グループの存在意義(Purpose)の実現に向けて、「住まい」というハードに留まらず、

「暮らし」というソフトも事業領域に加えて、成長を図る長期ビジョン

長期ビジョンと中期経営計画の位置づけ

安らぐ「暮らし」を創造し、心豊かな社会を実現する

第２次中期経営計画
2024年～2026年

第３次中期経営計画
2027年～2030年

長期ビジョン「Vision2030」

「住まい」サポートから「暮らし」サポートへ

経常利益
10億円

第１次中期経営計画
2021年～2023年

経常利益
５億円

経常利益
３億円

2023年 2026年 2030年

・競争力強化

・成長拡大戦略

・環境変化への対応力強化

・成長戦略

・質の追求と高効率戦略

・人的資本経営
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定性目標

・情勢の変化が激しいコロナ禍においても、出店や新規事業、DXへの取組みを進めることができた

・景気の回復に伴い採用環境が厳しくなり、十分な人員増とはならなかった

施策基本方針 結果 次期中計への課題評価

環境変化への
対応力強化

・機動的な
営業体制の構築

・財務基盤の強化

・リフォーム相談や見積依頼、
打合せ等のオンライン化を促進

・電子契約などのDXの促進

・安定した財務基盤の構築

・省力化に向けた遠隔操作対応
の促進

・外部資本と自己資本の健全な
バランスの考慮が必要

・既存営業エリアの
拡大と深耕

・新規営業エリアの
獲得（M&A）

成長拡大戦略

・グループ全体で４店舗開設

・新築移転１店舗

・隣接エリア（岐阜）に初進出

・M＆Aの実行なし

・スピーディーな営業エリア拡
大に向けた採用から出店まで
の体制の構築

・M＆Aを推進するための
プロジェクトチームの強化

競争力強化
・人材力の強化

・新規事業の創出

・積極的な新卒採用を行ったものの、
当初の見込み（純増50名）に対し
して、純増15名にとどまる

・社員自らが企画した研修の実施な
ど、人材育成体制を強化

・新規事業（オフィスリフォーム
事業、空き家みまもり事業）開始

・収益の柱となる住宅リフォー
ム事業の伸長

・新卒、中途の積極的な採用

・業務プロセスの見直しやシス
テム投資による生産性の向上

・新規事業の軌道化

２．第１次中期経営計画 （2021年度～2023年度） 振り返り
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２．第１次中期経営計画 （2021年度～2023年度） 振り返り

定量目標

２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度

実績 達成率 実績 達成率 実績 達成率

拠点数 25拠点 108.7％ 26拠点 100.0％ 27拠点 93.1％

売上高 6,913 100.4％ 7,046 85.0％ 7,399 74.3％

住宅リフォーム 5,143 98.3％ 5,599 95.6％ 6,046 92.5％

新築住宅 1,008 111.1％ 709 64.9％ 464 37.7％

不動産流通 762 102.2％ 737 87.9％ 888 83.9％

新規M&A想定 0 ― 0 ― 0 ―

売上成長率 28.1％ 0.5pt 1.9％ △18.5pt 5.0％ △15.1pt

営業利益 208 131.7％ 226 108.5％ 336 103.9％

売上高 ：４店舗の開設等によりエリア拡大・深耕を進めるなど売上高の増加を図る一方、急激な
市況の変化に対応するため、「質」を重視して収益力の強化へシフトした

営業利益：急激な環境変化におけるコスト増などがあったものの、SNSを活用した新たな広告戦略や
現場管理体制の効率化などにより計画を上回る利益を確保した

（単位：百万円）
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2024年度を初年度とする３ヵ年の第２次中期経営計画では、利益成長のための３つの基本方針を

掲げて当社グループ全体の収益構造を強化するとともに、積極的なIR活動により株主価値の最大化を

図り、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指す

中期経営計画の基本方針

①成長戦略

②質の追求と高効率戦略

③人的資本経営

利益成長

資本コストの最適化

株主還元

企業価値
向上

・業績を加味した適切な配当還元
・株主優待制度の充実

・有利子負債の活用と安定した財務基盤の両立
・IR活動の強化

・事業ポートフォリオの最適化
・新規事業の軌道化
・M＆A

・顧客対応品質
・工事品質
・DXの推進

・多種多様で優秀な人材の確保
・充実した人材育成教育
・エンゲージメントの向上

３．第２次中期経営計画（2024年度～ 2026年度）
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①成長戦略（事業ポートフォリオの最適化）
継続的に事業ポートフォリオの分析や見直しを行い、成長戦略の立案と事業リスクの低減を図る

景気動向に左右されない安定した収益を確保できる事業基盤の強化に努める

シェア・認知度（高）

成
長
性
（
売
上
高
５
年
平
均
成
長
率
）

新築住宅事業

住宅リフォーム
事業（売上成長率 21.3％）

（売上成長率 12.7％）

（売上成長率 △13.2％） ※円の大きさ：売上高

2026年計画

2026年計画

2026年計画

不動産流通事業

住宅リフォーム事業
ドミナント戦略を軸に地域内のブランド強化を図り、シェアを高めていく
人的資源を集中的に投入し、安定かつ確実な成長を図る

新築住宅事業 住宅リフォーム事業の認知度を活かして展開し、デザイン・性能で差別化を図る

不動産流通事業 地域で最も情報が集まる店舗を目指し、シェアを高めて高い成長率を維持する

３．第２次中期経営計画（2024年度～ 2026年度）
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加速度的な成長のためにM＆Aは必要不可欠であ

り、新規営業基盤を一気に獲得する手段として重

点戦略とする

住宅リフォーム事業を主業とする企業と連合する

ことで、より高いシナジーを発揮する

グループ化した３社の業績貢献額（2023年度）

①成長戦略（新規事業の軌道化）

既存事業に関連する新事業を展開し、お客様の暮

らしを支える「住宅関連総合企業」を目指す

暮らしに関するすべてを
サポートする

「住宅関連総合企業」

住宅リフォーム

新築住宅

不動産

新規事業

①成長戦略（M＆A）

売上高 営業利益※

連結業績 7,399百万円 386百万円

グループ会社業績 2,024百万円 104百万円

連結合計に占める比率 27.4％ 27.6％

※営業利益にのれん償却額（約50百万円）を含まず

【投資対効果の高いM＆A】

【新規営業基盤獲得のためのM＆A】

既存事業に関連する事業を対象とし、年１社程度

を目安に積極的に実施する

【住宅に関する社会問題の解決】
空き家対策事業（空き家みまもりサービス）

「住まいのプロ」✕ノウハウを活かしたサポート

暮らし全般をサポートする体制の構築

【住宅に関する多様なサービス】
リースバック事業

不動産を活用し、お客様の資金ニーズに応える

【新たな収益モデルの確立】
オフィスリフォームへの参入

培ったノウハウを活かし、安定した収益モデルを実現

３．第２次中期経営計画（2024年度～ 2026年度）
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②質の追求と高効率戦略（顧客対応品質・工事品質）

顧客対応品質
顧客対応の最速化とニーズやウォンツを引き出す仕組み

３．第２次中期経営計画（2024年度～ 2026年度）

教育体制

・建築士等の資格取得促進
・協力会社のネットワーク構築と
勉強会、研修の実施

点検

・安全パトロ－ルの実施
・高いレベルの検査項目の設定
・定期点検の実施

是正内容の共有

・品質管理専門部署による抜き打ち
現場確認

・自主点検のブラッシュアップ

再発防止策の考察

・品質管理専門部署による根本的な
原因調査、改善サイクルの構築

・検査体制の見直し、マニュアル化

品質を確保する
体制の構築

工事品質
顧客の期待を超える感動的なサービスや付加価値を追求し、安心・安全の品質をお届けする

カスタマーセンター

マーケティング顧客担当
集客手法の立案

顧客の声の反映

集客オペレーションの共有

データの共有連携対応

リアルタイムで情報共有

精緻なマーケティング戦略顧客満足の追求

新規案件や問合せを集中管理
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②質の追求と高効率戦略（DXの推進）

業務の「自動化」「省力化」を推進し、一人あたりの生産性の向上を図るとともに
「省人化」によって動的な人材ポートフォリオを整備し、

成長分野に人材リソースを集中させる

３．第２次中期経営計画（2024年度～ 2026年度）

①オンライントレーニングや動画研修ツールの活用

②社内コミュニケーションツールの活用

③ＡＩを活用した業務改善

④テレワークの活用

⑤デジタル化に合わせた業務フローの見直し

バックオフィスでのDXの取組み 現場のDXの取組み

蓄積された技術・ノウハウにDXを掛け合わせて、生産性向上と業務効率化に取組む

①OB顧客向けに自社アプリを提供し、「つながり」を強化

②経験豊富な施工監理による遠隔サポート

③現場管理アプリを導入し、協力会社と現場情報を共有

④見積り・発注・原価管理を一元化し、生産性向上

⑤電子契約の拡大

正確な情報をリアルタイムに共有し、
品質の向上を図る

顧客DXの推進

業務管理 顧客管理 品質管理分析 協力会社現場管理 原価管理

顧客担当当社バックオフィス

シームレスな顧客対応で品質と満足度を上げる

社内連携によって仕事効率・生産性を上げる
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経営指標の達成に向け、質を追求する企業風土を情勢し、実行力を高めていく
人的資本の一層の充実を図ることで、強固で持続的な企業価値の向上につなげる

多種多様で優秀な人材の確保

③人的資本経営

さらなる成長には、知識・経験の
インクルージョンと将来の経営・
幹部層を多数育成することが重要

企業の持続的な成長には
従業員エンゲージメントの

向上が重要

労働集約性の高い住宅ビジネスに
おいて成長発展するには優秀な

人材を継続的に確保することが重要

①理念に共感する人材の登用

仕事を「志」として捉えることのできる
人材を積極的に登用

②ダイバーシティ採用

様々なポテンシャルを持つ方や性別など、
属性の違いを超えた多様な人材を採用

③新卒採用とキャリア採用の最適化

理念に共感する人材を安定的に確保する
新卒採用と、他社で様々な経験を積んだ
即戦力の人材を採用するキャリア採用を
バランス良く実施し、強固かつ対応力の
ある集団を目指す

課題と主要施策

充実した人材育成教育

①CEO研修

入社1年目から経営トップ自らが直接指導
する研修を実施

②階層別研修プログラム

社員自らが発案する階層別の研修を実施し、
知識・教養・考え方を研鑽して成長を実感

③資格取得プログラム

建築士など資格取得を推奨するため、
合格祝い金や資格手当を手厚く実施

①公平な分配制度

能力や経験、実績や貢献度などを
バランス良く評価し、働きがいを
醸成

②福利厚生の充実

社員自らが発案する福利厚生の
充実によって魅力ある会社を実現

③社員意識調査の実施

社員の希望や不満を確実に
把握するためのモラール・サーベ
イを毎年実施し、的確な人事施策
につなげる

エンゲージメントの向上

④適時的確なジョブローテーション

社員の総合力・自主性を醸成するため、
セクション間の異動を有効に活用

３．第２次中期経営計画（2024年度～ 2026年度）
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ＥＳＧ 当社グループの取組み ＳＤＧｓ

環境
Environment

・漆喰など自然素材を使用した住まいづくりを推進

・空き家対策事業の取組み

・ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）を促進

・断熱基準「HEAT20（G３）」性能の住まいを提案

・DX推進（ペーパーレス化等）

・自社オフィスのZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）化

社会
Social

働きやすい職場環境の構築

・女性活躍推進 ※全社員に占める女性の割合 約50％

（女性社員の積極採用、役員・管理職への登用）

・モラールサーベイの実施（毎年）

地域社会への貢献

・安全で住みよい街づくり「こども110番の店」登録

・地域と暮らしを守る「鎮守の森のプロジェクト」参加

・環境美化活動「藤前干潟清掃活動」参加

・災害時ボランティア支援

企業統治
Governance

コーポレートガバナンス強化

・取締役７名のうち社外取締役３名

・任意の「指名・報酬委員会」設置

・内部通報窓口の設置

・コンプライアンス研修の実施

情報セキュリティーの強化

12

ESG / SDGsへの取組み 当社の事業を通じて持続可能な社会への貢献を目指す

３．第２次中期経営計画（2024年度～ 2026年度）
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資本コストの最適化

総資本の調達コスト（資金調達コスト）の低減

・相対的にコストの安価な外部資本を積極的に
投資（Ｍ＆Ａ）に活用

・総資本コストの低減を図り、投資機会に機動
的に対応

外部資本（借入）活用

将来的な成長投資と財務健全性を維持しつつ、機動的な資金調達体制を確立する

安定した財務基盤と資本バランス

・ＤＥレシオ（外部借入／自己資本）は1.5倍以
下を目安

・外部資本と自己資本の健全なバランスを考慮

投資家のリスク低減

定量的な財務情報や非財務情報を適時かつ適切に発信する

株主・投資家の皆様との対話の機会を設け、経営陣が直接コミュニケーションを図る

株主様との
直接コミュニケーション

・個人投資家説明会などの実施

・ＩＲイベントへの積極参加

非財務情報を含む
情報開示の充実化

株主様との
対話で得たインプット

・株主優待制度の導入

・積極的な情報発信

・月次受注速報の開示

・ＩＲ動画配信や
ＩＲ情報の充実

３．第２次中期経営計画（2024年度～ 2026年度）
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配当額
（円）

配当性向25％～30％を目途

株主還元
株主の皆様に対する利益分配を経営上の重要課題の一つとして位置づけており、業績の動向、将来の

成長投資や財務基盤の確立を総合的に勘案したうえで、安定的な株主還元の実行を目指す

配当

当社株式への投資の魅力を高め、個人投資家の増加に繋げるとともに
中長期保有の促進を図るため、株主優待制度を実施株主優待制度

当期業績や中長期の業績見通し及び経営環境を勘案し、
中長期的に配当性向25％～30％程度を目途に適正かつ安定的な配当を実施

自己株式取得 市場の動向や業績見通しなどを勘案し、機動的に活用

20
25

30
40 40

0

10

20

30

40

2020.12期 2021.12期 2022.12期 2023.12期 2024.12期

１株当たり配当金

保有株式数 優待内容

200株～499株 ＱＵＯカード 2,000円分

500株～ ＱＵＯカード 3,000円分

〈2023年度から新規導入〉

配当性向 ― 35.8％ 28.9％ 25.8％ 25.8％

株主優待制度

〈個人株主数の推移〉

753名
（2022年度末時点）

1,120名
（2023年度末時点）

367名増

３．第２次中期経営計画（2024年度～ 2026年度）

（予想） （予想）
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第１次中計
最終年度

第２次中期経営計画（2024年度～2026年度）

2023年度
（実績）

2024年度 2025年度 2026年度

グループ社数 ４ ４ ５ ６

売上高 7,399 7,730 8,970 10,215

営業利益 336 340 410 500

営業利益率 4.5% 4.4% 4.6% 4.9%

営業利益成長率 48.4％ 1.1％ 20.8% 21.9%

従業員数増加率 △0.8％ 6.7% 12.1% 13.5%

成長基準KPIを基礎として、成長戦略の効果、市場環境を考慮して中期経営計画を定め、安定かつ着
実な成長を図る

中期経営計画の基礎となるKPI

（単位：百万円）

３．第２次中期経営計画（2024年度～ 2026年度）

当社グループの
成長基準KPI

PBR

1.1倍以上

営業利益率 営業利益成長率 ROE DEレシオ

4.0％以上 6.3％以上 9.0％以上 1.5倍以下

中期経営計画の定量目標

持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のため、成長基準KPIを定め、中期経営計画の基礎とする



資本収益性

・直近５ヵ年のPBRは１倍または１倍を
下回る状態である

・当社グループ業績は計画した水準を達成し、
財務状況も健全に推移していると認識している
ものの、PBR１倍割れが続いた

市場評価

・業績は６期連続増収となっているものの、
営業利益は伸び悩む傾向にあった

・2021年度以降は期初業績予想を上回る利益水
準を達成してきた

・直近のROEは11.7％となった

現状 課題

・株主資本コストを意識した経営が必要

・市場期待を踏まえた利益水準の継続的な向上が
必要

・将来にわたる当社の持続的成長に向けた戦略の
さらなる発信が必要

・日々の出来高が少なく、投資対象になりにく
い（2023年平均:約7,100株/日）

16

４．資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた取組み

資本収益性と市場評価に関する課題認識

項目 単位 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

売上高 百万円 5,059 5,396 6,913 7,046 7,399

営業利益 百万円 206 29 208 226 336

営業利益率 ％ 4.1 0.5 3.0 3.2 4.5

ＲＯＥ ％ 8.4 △1.0 6.2 8.6 11.7

ＰＥＲ 倍 13.71 － 13.95 10.13 8.58

ＰＢＲ 倍 1.15 0.88 0.87 0.88 1.01

期末株価 円 1,301 950 974 1,050 1,330
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PBRの分析・評価

４．資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた取組み

＝PER
（株価収益率）

PBR
（株価純資産倍率）

＝ ROE
（自己資本利益率）

✕
１

✕＝0.95倍 9.0％ 11.0倍 ＝
9.1％（ 約5.5％ー△3.6％ ）

１

※当社数値：直近５年平均

当期利益の拡大
資本の最適化

ROE①

ＩＲ活動の強化
非財務情報開示

株主資本コスト②

積極的なM&A
新規事業

期待成長率③

PBR改善に向けた３つの要素

PBR1.1倍以上へ

※広義の株主資本コストとして益利回り（PERの逆数）を使用

広義の株主資本コスト※

（ 株主資本コスト ー 期待成長率 ）
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①ROEの向上に向けた取組み

４．資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた取組み

既存事業の成長や新規事業の収益化、M＆Aによる事業規模の拡大など、中期経営計画の実行による
「当期利益の拡大」や、外部資本を積極的に活用したM＆Aなどの投資活動を行う「資本の最適化」を
図ることでROEの向上を目指す

ROEの向上
（自己資本利益率）

当期利益の
拡大

資本の
最適化

中期経営計画の
基本方針の実行

各事業戦略を実行しつつコストの低
減に努め、中期経営計画の定量目標
を着実に達成する

外部資本と自己資本の健全なバラン
ス（ＤＥレシオ1.5倍以下を目安）
を考慮し、 M＆Aなどの投資活動に
外部資本を積極的に活用する

適切な株主還元

総資本の調達コスト
（資金調達コスト）の低減

配当性向25～30％を目途とし、
業績や経営環境を勘案し、安定的か
つ継続的な配当を行う

当期純利益

自己資本

・当社は株主資本コストを8.2～8.5％程度と想定
・PBRを安定して１倍以上にするためには

ROE９％以上を維持する必要がある

当社推計で８.2％～8.5％程度

ROE 株主資本コスト(期待成長率含む)

９％以上を維持
＞

資本コスト ８.2％～8.5％

（％）

6.2

8.6

11.7

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

2021.12 2022.12 2023.12

当社のROEの推移
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②株主資本コスト引き下げに向けた取組み

個人投資家の増加による
株式流動性の向上

株主との接点強化

・個人投資家向けIR説明
会の開催

・決算説明の動画配信

・名証IRイベントへの出展

・株主優待制度

流動性リスクや情報リスクを低減し
株主資本コストの引き下げを図る

投資材料やリスク情報を
適時適切に開示

③成長期待率向上に向けた取組み

４．資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた取組み

当社の時価総額は18億円程度（2023年12月末時点）

であり、売買の中心は個人投資家であることから、
市場での評価を得るためには特に個人投資家に対
するPR活動が必要

IR活動の強化

非財務情報の開示

・毎月の受注高速報

・店舗開設、新サービス開
始など、企業活動や事業
内容に関するPR開示

事業戦略や成長戦略を明確にして
安心感や期待感の向上

M＆Aによる拡大戦略

・同業種を中心に
年１社程度を目安

・新規営業基盤（顧客、
社員、協力会社）に
当社のノウハウを乗じて
一気に成長を図る

加速度的な成長戦略を示すことで
将来に対する投資家の期待を高める

成長を示す
事業戦略

新規事業の創出

・当社の強みを活かして
既存事業と関連する
事業を新規創出し、
収益基盤の拡大を図る

当社の基本成長戦略である出店戦略に加えて、加
速度的に成長を期待できる戦略を示し、実行する
ことが必要



本資料に関する注意事項

本資料に記載した内容等は、資料作成時における当社の判断であり、その情報の正確性、完全性を保証または約束する

ものではありません。また、業績見通し及び将来予想についても、資料作成時点において入手可能な情報に基づいた内

容であり、今後の事業領域を取りまく経済状況、市場の動向により、実際の業績とは異なる場合があります。

投資を行う際には、ご自身の判断において行っていただきますよう、お願いいたします。

【本資料に関するお問合せ先】

株式会社安江工務店   IR担当

〒460-0008 愛知県名古屋市中区栄2-2-23 アーク白川公園ビルディング

ＴＥＬ：052-223-1100（代表）

E-mail : kabushikijimu@yasue.co.jp

ＵＲＬ：https://www.yasue.co.jp
お問合せサイト メールアドレス

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

【IRスケジュール】

通期決算発表 第１四半期
決算発表

第２四半期
決算発表

第３四半期
決算発表

定時株主総会

mailto:kabushikijimu@yasue.co.jp
https://www.yasue.co.jp/contact/index_ir.php

